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議第 ２６ 号 

令和６年度 西川町病院事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和６年度西川町病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は次のとおりとする。 

（１）病 床 数    ４３床 

（２）年間延患者数    入 院   ６，３５０人   外 来  ２２，１５０人 

（３）一日平均患者数    入 院    １７．３人   外 来    ９１．１人 

（４）建 設 改 良 費    有形固定資産購入 １５，７６２千円  病院施設整備 ２，１４５千円   

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収   入                            支   出 

第１款 病院事業収益    ７６６，９３２千円     第１款 病院事業費用   ７６６，９３２千円 

第１項 医 業 収 益   ４８０，３８０千円      第１項 医 業 費 用  ７５９，６４７千円 

第２項 医 業 外 収 益   ２８６，５５２千円      第２項 医 業 外 費 用    ６，７８５千円 

第３項 予 備 費      ５００千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 

２１，７７３千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額５００千円及び過年度分損益勘定留保資金 

２１，２７３千円で補てんするものとする。）。 

収   入                       支   出 

第１款 資 本 的 収 入    ７，７３１千円     第１款 資 本 的 支 出   ２９，５０４千円 

  第１項 一般会計出資金   ７，７３１千円     第１項 建 設 改 良 費   １７，９０７千円 

    第２項 企業債償還金   １１，５９７千円 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事 項 期 間 限度額 

病院 LED照明リース資産購入事業 
令和７年度から 

令和１５年度まで 
１７，０００千円 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、２５０,０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）医 業 費 用     ２８６，２９４千円 

（２）医業外費用       ６，７８５千円 
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経

費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１）職員給与費     ４７３，２７３千円 

（２）交 際 費          ８０千円 

（他会計からの負担金） 

第９条 一般会計からこの会計へ負担を受ける金額は、３１３，０００千円である。 

（たな卸資産の購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、７０,０００千円と定める。 

 （重要な資産の取得） 

第１１条 重要な資産の取得は、次のとおりとする。 

種  類 名    称 数  量 

医療機器 解析付心電図 一  式 

  

 

令和６年３月１日提出 

西 川 町 長  菅 野 大 志     
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予　算　に　関　す　る　説　明　書

（　病　院　事　業　会　計　）
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　収      入 0 （単位：千円）

予　定　額 備　　　　　　　　　　　考

1 病 院 事 業 収 益 766,932 

1 医 業 収 益 480,380 

1 入 院 収 益 183,350 

2 外 来 収 益 195,043 

3 そ の 他 医 業 収 益 101,987 

2 医 業 外 収 益 286,552 

1 受 取 利 息 配 当 金 10 

2 他 会 計 負 担 金 253,056 

3 他 会 計 補 助 金 15,088  

4 長 期 前 受 金 戻 入 10,036  

5 そ の 他 医 業 外 収 益 8,362 

目項

令和６年度西川町病院事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款

―　7　―



（単位：千円）

予　定　額 説　　　　　　　　　　　明

1 病 院 事 業 費 用 766,932 

1 医 業 費 用 759,647 

1 給 与 費 473,273 

2 材 料 費 58,414  

3 経 費 167,691 

4 減 価 償 却 費 58,626  

5 資 産 減 耗 費 693  

6 研 究 研 修 費 950  

2 医 業 外 費 用 6,785 

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

1,069 

2 長期前払消費税償却 2,906 

3 雑 損 失 10 

4 消費税及び地方消費税 2,800 

3 予 備 費 500  

1 予 備 費 500  

　支      出

款 目項
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 収      入 （単位：千円）

予　定　額 説　　　　　　　　　　　明

1 資 本 的 収 入 7,731 

1 一 般 会 計 出 資 金 7,731 

1 一 般 会 計 出 資 金 7,731 

（単位：千円）

予　定　額 説　　　　　　　　　　　明

1 資 本 的 支 出 29,504  

1 建 設 改 良 費 17,907  

1 有 形 固 定 資 産
購 入 費

15,762  

2 病 院 施 設 整 備 費 2,145 

2 企 業 債 償 還 金 11,597  

1 企 業 債 償 還 金 11,597  

資 本 的 収 入 及 び 支 出

 支      出

款 項 目

款 項 目
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    　   (単位：千円）

当年度純利益 -11,840

58,626

0  

100  

-10,036

0  

693  

-15,640

-26,591

-72  

2,906  

-10  

減価償却費

賞与引当金の増加額

貸倒引当金の増加額

長期前受金戻入額

支払利息

固定資産除却額

未収金の増減額

未払金の増減額

貯蔵品の増加額

長期前払消費税償却

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

-1,864  

有形固定資産の取得による支出 -15,762

0  

7,731  

国庫補助金等による収入

一般会計からの繰入金による収入

△ 8,031  

企業債による収入 0  

-11,597  企業債の償還による支出

△ 11,597  

資金減少額 △ 21,492

31,564  

10,072  

資金期首残高

資金期末残高

令和6年度西川町病院事業予定キャッシュ・フロー計算書

１　診療活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）
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報　酬 給　料 手　当 計

(0) 0 (0) 62 41,930 182,990 155,872 380,792 63,881

(0) 0 (0) 64 40,229 183,003 155,376 378,608 63,949

(0) 0 (0) △ 2 1,701 △ 13 496 483 △ 68

区　分
扶　養
手　当

勤　勉
手　当

寒冷地
手　当

時 間 外
勤務手当

管理職
手　当

住　居
手　当

宿日直
手　当

医　師
手　当

夜間看護
手　　当

その他
退職手当

組合負担金

本年度 7,403 22,129 2,364 8,629 2,873 948 7,719 30,643 4,901 10,040 22,549

前年度 6,827 23,010 2,312 7,615 2,028 834 9,444 25,135 8,269 10,520 23,569

比　較 576 △ 881 52 1,014 845 114 △ 1,725 5,508 △ 3,368 △ 480 △ 1,020

(23,569)

給　与　費　明　細　書

１　総　括 （単位：千円）

区　　　分
職　員　数（人） 給　与　費

共済費 合　計
備　　　考

特別職 一般職 （退職手当組合負担金）

本 年 度 444,673 (22,549)

前 年 度 442,557

比 較 2,116

手
当
の
内
訳

通　勤
手　当

期　末
手　当

4,245 31,429

4,787 31,026

△ 542 403
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　ア　会計年度任用職員以外の職員

報　酬 給　料 手　当 計

(0) 0 (0) 43 182,990 151,158 334,148 59,026

(0) 0 (0) 45 183,003 150,516 333,519 59,094

(0) 0 (0) △ 2 0 △ 13 642 629 △ 68

区　分
扶　養
手　当

勤　勉
手　当

寒冷地
手　当

時 間 外
勤務手当

管理職
手　当

住　居
手　当

宿日直
手　当

医　師
手　当

夜間看護
手　　当

その他
退職手当

組合負担金

本年度 7,403 22,129 2,364 8,029 2,873 948 7,719 30,643 4,901 10,040 22,549

前年度 6,827 23,010 2,312 7,015 2,028 834 9,444 25,135 8,269 10,520 23,569

比　較 576 △ 881 52 1,014 845 114 △ 1,725 5,508 △ 3,368 △ 480 △ 1,020

通　勤
手　当

3,245

3,641

△ 396

期　末
手　当

28,315

27,912

403

（単位：千円）

(23,569)

(22,549)

手
当
の
内
訳

区　　　分
給　与　費

共済費
備　　　考

（退職手当組合負担金）

職　員　数（人）

特別職 一般職

本 年 度

前 年 度

比 較

合　計

393,174

392,613

561

※備考　１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったもの
　について記載すること。
２　（　）内は、短時間勤務職員について外書きすること。
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　イ　会計年度任用職員

報　酬 給　料 手　当 計

19 41,930 4,714 46,644 4,855

19 40,229 4,860 45,089 4,855

(0) 0 (0) 0 1,701 0 △ 146 △ 146 0

区　分
扶　養
手　当

勤　勉
手　当

寒冷地
手　当

時 間 外
勤務手当

管理職
手　当

住　居
手　当

宿日直
手　当

医　師
手　当

夜間看護
手　　当

その他
退職手当

組合負担金

本年度 600 0 0

前年度 600 0 0

比　較 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

前 年 度 49,944 0

（単位：千円）

区　　　分
職　員　数（人） 給　与　費

共済費 合　計
備　　　考

特別職 一般職 （退職手当組合負担金）

※備考　１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものについて記載
　すること。
２　（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤
　務時間に比し短い職員について外書きすること。

比 較 1,555

手
当
の
内
訳

通　勤
手　当

期　末
手　当

1,000 3,114

1,146 3,114

△ 146 0

本 年 度 51,499
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区　　　分 増　減　額

1,830 給与改定 1,830

442 442

△ 2,285 　人事異動等による増減分 828

　新陳代謝による増減分 △ 5,260

　その他の増減分 2,147

1,957 　給与改定による増減分 192

　手当改定による増減分 1,765

△ 1,315 　人事異動等による増減分 367

　新陳代謝による増減分 △ 3,831

　その他の増減分 2,149

２　給料及び職員手当の増減額の明細

備　　　考

（単位：千円）

増　額　事　由　別　内　訳

その他の増減分

△ 13

642

給　　　料

手　　　当

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分

制度改正に伴う増減分

説　　　　　　明
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(1) 職員１人当たり給与

医　　　師 医療技術職員 看　護　師 准看護師 事務職員 その他職員

（医療職一） （医療職二） （行政職） （技能労務職）

　平均給料月額 （円） 367,867 336,014 341,300 341,100 353,980

令和6年1月1日現在 　平均給与月額 （円） 1,028,036 368,581 401,660 423,512 535,162

　平 均 年 齢 （歳） 50.3 46.1 45.6 55.0 45.2

　平均給料月額 （円） 366,200 328,571 338,288 338,200 368,375

令和5年1月1日現在 　平均給与月額 （円） 977,367 392,602 408,904 435,627 581,667

　平 均 年 齢 （歳） 49.3 44.9 44.7 54.0 43.6

(2) 初任給

医　　　師 医療技術職員 看　護　師 准看護師 事務職員 その他職員

（医療職一） （医療職二） （行政職） （技能労務職）

185,400 168,300

185,000 213,700

196,100 221,700

346,600 205,900 231,900 199,100

短　大　三　年　卒

大　　　学　　　卒

３　給料及び手当の状況

高　　　校　　　卒

（医療職三）

（医療職三）

区　　　　　　分

区　　　　　　分

短　　　大　　　卒
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(3) 級別職員数

職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比

(人） （％） (人） （％） (人） （％） (人） （％） (人） （％） (人） （％）

1 1 1 0 0.0

1 2 2 2 0 0.0

1 2 3 18 64.3 3 1 100.0 3 2 40.0

令和6年1月1日現在 2 1 33.3 3 3 42.9 4 7 25.0 4 4 1 20.0

3 1 33.3 4 3 42.9 5 2 7.1 5 5 1 20.0

4 1 33.3 5 1 14.3 6 1 3.6 6 6 1 20.0

計 3 100.0 計 7 100.1 計 28 100.0 計 1 100.0 計 5 100.0 計

1 1 1 0 0.0

1 2 2 2 2 33.2

1 2 3 18 66.7 3 1 100.0 3 1 16.7

令和5年1月1日現在 2 1 33.3 3 3 42.9 4 6 22.2 4 4 1 16.7

3 1 33.3 4 3 42.9 5 2 7.4 5 5 1 16.7

4 1 33.3 5 1 14.3 6 1 3.7 6 6 1 16.7

計 3 100.0 計 7 100.1 計 27 100.0 計 1 100.0 計 6 100.0 計

医　　師

区　　　分
級 級

看　護　師 准看護師 事務職員 その他職員

級 級 級

医療技術職員

級
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（級別の基準となる職務内容）

２　級

３　級

４　級

１　級

２　級

３　級

４　級

５　級

１　級

２　級

３　級

４　級

５　級

６　級

１　級

２　級

３　級

４　級

５　級

６　級

栄養士、診療放射線技師、臨床検査技師、理学療法士、作業療法士

係長、困難な業務を行う主任栄養士、困難な業務を行う主任診療放射線技師、困難な業務を行う主任臨床検査技師、困難な業務を行う
主任理学療法士、困難な業務を行う主任作業療法士

医
療
職
一

区　　分

医
療
職
二

薬剤師、困難な業務を行う栄養士、困難な業務を行う診療放射線技師、困難な業務を行う臨床検査技師、困難な業務を行う理学療法
士、困難な業務を行う作業療法士

職　　　務

薬局長、課長補佐、困難な業務を行う係長、栄養士長、診療放射線技師長、臨床検査技師長、理学療法士長、作業療法士長

主任薬剤師、主任栄養士、主任診療放射線技師、主任臨床検査技師、主任理学療法士、主任作業療法士

医師、歯科医師

病院の副院長、診療医（科）長、診療所長

病院の長

知識と経験を必要とする業務を行う主事、知識と経験を必要とする業務を行う保健師、知識と経験を必要とする業務を行う保育士、知
識と経験を必要とする業務を行う技師

総看護師長

課長補佐、保育園長、支所長、室長補佐、事務長補佐、事務局長補佐、指導主事、専門員

課長、会計管理者、室長、事務長、事務局長、主幹

行
　
政
　
職

主任、主任保育士

係長、副保育園長

主事補、技師補、主事、保健師、保育士、技師

医
療
職
三

准看護師

看護師、困難な業務を行う准看護師

困難な業務を行う看護師、特に困難な業務を行う准看護師

看護師長、主任

副総看護師長、困難な業務を行う看護師長、困難な業務を行う主任
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(4) 昇給

合 計 医 師 医療技術職員 看 護 師 准 看 護 師 事 務 職 員 その他職員
(A) （人） 43         2          7          28         1          5          -
(B) （人） 43         2          7          28         1          5          -

（人） 2          1          1          
（人） 6          1          1          2          1          1          
（人）            
（人） 35         6          26         3          
（人）            
（人）            

(B)  ／  (A) （％） 100.0      100.0      100.0      100.0      100.0      100.0      -

合　　計 医　　師 医療技術職員 看　護　師 准看護師 事務職員 その他職員

(A) （人） 44         2          7          28         1          6          -
(B) （人） 44         2          7          28         1          6          -

（人） 3          1          2          
（人） 6          1          1          2          1          1          
（人） 1          1          
（人） 33         5          25         3          
（人） 1          1          
（人）            

(B)  ／  (A) （％） 100.0      100.0      100.0      100.0      100.0      100.0      -

合　　計 医　　師 医療技術職員 看　護　師 准看護師 事務職員 その他職員

（％） 14.4 53.0 0.0 5.6 10.0 0.0

（％） 72.7 100.0 0.0 100.0 100.0 0.0

（円） 82,087 646,917 0.0 22,922 44,217 0.0

８号給

２号給

区 分

０号給

区 分

診療手当、へき地手当、入院管理手当、内視鏡手当、透析手当、出張診療手当、夜間看護手当
夜間勤務手当、保健指導手当、防疫作業手当

区　　　　分

　給料総額に対する比率

支給対象職員の比率

　支給対象職員１人当たり平均支給月額

特殊勤務手当の名称

前

年

度

４号給

２号給

８号給

０号給

３号給

６号給

本

年

度

職員数
昇給に係る職員数

昇給内訳

比   率

３号給
４号給

比   率

(5) 特殊勤務手当(令和6年1月支給実績)

６号給

職員数
昇給に係る職員数

昇給内訳
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(6) 期末手当・勤勉手当

本　　年　　度

前　　年　　度

一般会計の制度

(7) 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区　　　分

支給率等

一般会計の制度
（支給率等）

(8) その他の手当

区　　　　　　　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

-

-

通　　勤　　手　　当 -

同　　じ

同　　じ

扶　　養　　手　　当

住　　居　　手　　当

同　　じ

有

備　考

47.709

最高限度
（月分）

47.709

47.709

定年15年以内に退職する勤続20年以上の者
を対象として、定年前1年につき最大3%の割増

47.709

同　上

2.225

(月分)

24.586875

25年勤続の者
（月分）

33.27075

33.27075

20年勤続の者
（月分）

24.586875

35年勤続の者
（月分）

4.45

4.45

１２月（月分）

2.225

4.45

その他の加算措置等

有

有

職制上の段階職務の
等級による加算措置

備　　考
支給率計支　給　期　別　支　給　率

区　　　分

2.225

６月（月分）

2.225

2.175 2.275
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左の財源内訳

期　間 金　額 期　間 金　額 損益勘定留保資金

千円 千円 千円 千円

病院LED照明リース資産購入事業 17,000 令和5年度 117
令和6年度から
令和15年度まで

14,007 14,007

事　　項 限度額

前年度末までの支払義務発生
（見込）額

当該年度以降の支払義務発生
予定額

債務負担行為に関する調書
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1
(1) 千円 千円 千円 千円

イ 64,461
ロ 1,624,483

1,306,739 317,744
ハ 50,426

33,689 16,737
ニ 564,516

426,604 137,912
ホ 4,375

4,156 219
ヘ 12,840

1,156 11,684
548,757

(2)
イ 249

249
(3) 投資その他の資産

イ 121
ロ 10,072

10,193
559,199

2
(1) 10,072
(2) 301,684

0
(3) 4,500
(4) 0

316,256
875,455

リ ー ス 資 産
減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産 合 計

有形固定資産

無形固定資産

減 価 償 却 累 計 額
車 輌
減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

電 話 加 入 権

資 産 合 計

前 払 金

貸 倒 引 当 金
貯 蔵 品

現 金 預 金
未 収 金

令和6年度西川町病院事業予定貸借対照表
（令和7年3月31日）

資　　産　　の　　部

流 動 資 産 合 計

流 動 資 産

長 期 前 払 消 費 税
投資その他資産合計
固 定 資 産 合 計

投 資 有 価 証 券

固 定 資 産

土 地
建 物
減 価 償 却 累 計 額
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
器 械 備 品
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3
(1) 6,812
(2) 11,182

17,994
4

(1) 11,945
(2) 1,412
(3) 32,000
(4)
(5)

28,600
(6) 3,400

77,357

5
205,236

△ 175,103
30,133
125,484

6
(1) 950,191

950,191
7

(1)
1,325

1,325
(2)

イ 139
ロ 201,684

△ 201,545
△ 200,220

749,971
875,455

負　　債　　の　　部
固 定 負 債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

剰 余 金

企 業 債

引 当 金
賞 与 引 当 金

未 払 金

繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資 本 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債
流 動 負 債 合 計

流 動 負 債

繰 延 収 益
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

リ ー ス 債 務

リ ー ス 債 務

未払消費税及び地方消費税

負 債 資 本 合 計

資　本　の　部

剰 余 金 合 計
資 本 合 計

当年度未処理欠損金
利 益 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金

受 贈 財 産 評 価 額
資 本 剰 余 金 合 計

資 本 金
繰 入 資 本 金

資 本 剰 余 金
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1 千円 千円 千円

(1) 140,366

(2) 149,549

(3) 98,888 388,803

2

(1) 496,499

(2) 49,634

(3) 150,907

(4) 60,203

(5) 1,966

(6) 559 759,768

370,965

3

(1) 3

(2) 208,933

(3) 15,114

(4) 13,341

(5) 8,177 245,568

4

(1) 1,154

(2) 2,711

(3) 15,841 19,706 225,862

145,103

145,103

44,741

0

189,844

受 取 利 息 配 当 金

医 業 損 失

その他の未処分利益剰余金変動額

当年度末処理欠損金

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 欠 損 金

経 常 損 失

医 業 外 費 用

長期前払消費税償却

雑 損 失

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他 医 業 外 収 益

支払利息及び企業債取扱諸費

経 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

医 業 外 収 益

給 与 費

材 料 費

研 究 研 修 費

医 業 費 用

令和5年度西川町病院事業予定損益計算書

外 来 収 益

そ の 他 医 業 収 益

（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）

入 院 収 益

医 業 収 益
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1

(1) 千円 千円 千円
イ 64,461

ロ 1,622,533
1,279,725 342,808

ハ 50,426

31,546 18,880
ニ 551,664

401,683 149,981

ホ 4,375

4,156 219

ヘ 12,840
0 12,840

589,189
(2)

イ 249

249

(3) 投資その他の資産
イ 121

ロ 10,082

10,203
599,641

2
(1) 31,564

(2) 282,064

0
(3) 4,428

(4) 0
318,056

917,697

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

前 払 金

貸 倒 引 当 金
貯 蔵 品

投 資 有 価 証 券

無形固定資産

令和5年度西川町病院事業予定貸借対照表
（令和6年3月31日）

資　　産　　の　　部

有形固定資産

固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

器 械 備 品
減 価 償 却 累 計 額

車 輌

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

電 話 加 入 権

建 物
減 価 償 却 累 計 額

未 収 金

流 動 資 産

長 期 前 払 消 費 税
投資その他資産合計
固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

構 築 物
減 価 償 却 累 計 額

土 地

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額
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3
(1) 18,756
(2) 12,594

31,350
4

(1) 11,597
(2) 1,412
(3) 58,591
(4) 1,587
(5)

28,600
(6) 3,400

105,187

5
205,236

△ 165,887
39,349
175,886

6
(1) 930,191

930,191
7

(1)
1,325

1,325
(2)

イ 139
ロ 189,844

△ 189,705
△ 188,380

741,811
917,697

剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

そ の 他 流 動 負 債
流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

当年度未処理欠損金

資　本　の　部

資 本 剰 余 金
受 贈 財 産 評 価 額
資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金

資 本 金 合 計
剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

流 動 負 債

繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資 本 金
繰 入 資 本 金

企 業 債
リ ー ス 債 務
未 払 金
未払消費税及び地方消費税

引 当 金
賞 与 引 当 金

固 定 負 債
企 業 債
リ ー ス 債 務
固 定 負 債 合 計

負　債　の　部

―　25　―



　収      入 （単位：千円）

金     額

1 766,932 761,478 5,454

1 医 業 収 益 480,380 486,217 △ 5,837

1 入 院 収 益 183,350 174,270 9,080 1 入 院 収 益 183,350

2 外 来 収 益 195,043 187,152 7,891 1 外 来 収 益 195,043

101,987 124,795 △ 22,808 1 室 料 差 額 収 益 105 1床　3室

17,026

3 医 療 相 談 収 益 34,303

4 介 護 保 険 収 益 1,453

5 その他医業収益 6,091

6 他 会 計 負 担 金 43,009 一般会計繰入金（救急医療の確保に要する経
費）

病院　　  年間患者見込数  22,150人
　　      1人1日当り収入  8,805円
診療所　　92人

説　　　　　　　　　　　明

年間患者見込数
　延 6,350人
　1人1日当り収入　 28,874円

そ の 他
医 業 収 益

令和6年度西川町病院事業会計予算説明書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

病院事業収益

区分

節
比較款　・　項 目

本年度
予算額

前年度
予算額

3

人間ドック
国保ヤング検診

公 衆 衛 生
活 動 収 益

2

救急医療対策補助金
文書料
学校医委託料
その他検診委託料
材料費

訪問看護・訪問リハビリ
認定審査会委員派遣委託料
主治医意見書料

事業所健康診断
調理師検査
保育園内科健診
予防接種
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　収      入 （単位：千円）

金     額

2 医業外収益 286,552 275,261 11,291

1 受取利息配当金 10 10 0 1 預 金 利 子 10 普通預金利子

2 他 会 計 負 担 金 253,056 211,434 41,622 1 他 会 計 負 担 金 253,056

3 他 会 計 補 助 金 15,088 13,849 1,239 1 他 会 計 補 助 金 15,088

4 長期前受金戻入 10,036 14,375 △ 4,339 1 長期前受金戻入 10,036 長期前受金戻入（補助金減価償却分）

1 不用品売却収益 10 不用品売却代

県 補 助 金 0 26,352 △ 26,352

そ の 他
医 業 外 収 益

5
特養併設診療嘱託医負担金
洗濯機・乾燥機使用料
公衆電話使用料
カード式テレビ使用料
行政財産使用料

そ の 他
医 業 外 収 益

2 8,352

9,241 △ 8798,362

山形県保険給付費等交付金
　へき地診療所運営費
　直営診療施設の健康管理事業
　救急患者受入支援体制事業

一般会計繰入金（共済追加費用負担金）
一般会計繰入金（医師看護師の研究研修に要する経費）
一般会計繰入金（医師確保対策に要する経費）
一般会計繰入金（児童手当に要する経費）

款　・　項 目
本年度
予算額

前年度
予算額

比較
節

説　　　　　　　　　　　明
区分

一般会計繰入金（建設改良に要する経費）
一般会計繰入金（不採算地区病院運営に要する経費）
一般会計繰入金（付属診療所運営に要する経費）
一般会計繰入金（へき地医療確保に要する経費）
一般会計繰入金（経営強化プラン評価に要する経費）
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（単位：千円）

金     額

1 766,932 761,478 5,454

1 医 業 費 用 759,647 753,827 5,820

1 給 与 費 473,273 466,157 7,116 1 給 料 182,990

2 手 当 154,272

3 報 酬 43,530

4 法 定 福 利 費 63,881

2 材 料 費 58,414 60,949 △ 2,535 1 薬 品 費 22,000 薬品払出分

2 診 療 材 料 費 30,078 診療材料直購入分

3 医療消耗備品費 789 医療用消耗品

4 給 食 材 料 費 5,184 入院患者用給食材料

5 給 食 消 耗 品 費 330 給食用消耗品

6 給食消耗備品費 33 給食用消耗備品

期末、勤勉手当引当金
共済負担金引当金

　支      出

扶養手当、管理職手当、通勤手当
時間外勤務手当、住居手当、期末勤勉手当
寒冷地手当、宿日直手当、特殊勤務手当
夜間勤務手当、児童手当
退職手当組合負担金
地域手当・初任給手当（派遣医師）
会計年度任用職員期末手当

医師（派遣医師含む）、看護師
医療技術職員、事務職員

説　　　　　　　　　　　明

病院事業費用

共済組合負担金、共済追加費用
互助会負担金、公務災害補償負担金
（会計年度任用職員）
社会保険料、雇用保険料、労災保険料

（会計年度任用職員）
医師、看護師、社会福祉士、理学療法士
看護補助、臨床検査技師、内視鏡助手
宿直員、ﾎﾞｲﾗｰ,自動車運転技士、事務補助
時間外勤務手当、通勤費補助
特殊勤務手当（医師）

款　・　項 目
節

区分

前年度
予算額

本年度
予算額

比較

5
賞 与 引 当 金
繰 入 額

28,600
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金     額

3 経 費 167,691 166,128 1,563 1 厚 生 福 利 費 1,774 職員健康診断、院内感染防止対策費　他

2 報 償 費 34,904 非常勤医師、経営強化プラン評価委員

3 旅 費 交 通 費 1,935 非常勤医師、経営強化プラン評価委員

4 職 員 被 服 費 86 診療衣等

5 消 耗 品 費 3,168 施設維持用消耗品

6 消 耗 備 品 費 50

7 光 熱 水 費 17,487 電気料、上下水道料

8 燃 料 費 12,470 重油、ガソリン、プロパンガス、灯油

9 食 糧 費 70

10 印 刷 製 本 費 300 各種帳票等印刷

11 修 繕 費 5,385 医療機器修繕、施設設備修繕

12 保 険 料 1,098

13 賃 借 料 12,932

14 委 託 料 72,891

15 通 信 運 搬 費 1,225 郵便料、電話料、通信回線使用料

16 諸 会 費 1,195 医師会費、国保診療施設負担金

17
貸 倒 引 当 金
繰 入 額

100 貸倒引当金繰入額

18 雑 費 541 放送受信料、車検費用、診療費決済手数料

19 交 際 費 80

款　・　項 目
本年度
予算額

前年度
予算額

比較

病院賠償責任保険、共済分担金
公用車車検保険料

寝具、カーテン、医療機器、酸素濃縮器
コピー機、印刷機

調理業務、検査、医療廃棄物処理運搬
医事業務、清掃、医療機器等保守
ＣＴ画像読影、施設設備等保守点検

説　　　　　　　　　　　明
節

区分
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金     額

4 減 価 償 却 費 58,626 57,689 937 1 建 物 減 価 償 却 費 27,562

2 構 築 物 減 価 償 却 費 1,598

3 器械備品減価償却費 28,556

4 リ ー ス 減 価 償 却 費 910

5 資 産 減 耗 費 693 2,202 △ 1,509 1 た な 卸 資 産 減 耗 費 501

2 固 定 資 産 除 却 費 192

6 研 究 研 修 費 950 702 248 1 図 書 費 200 参考図書

2 旅 費 交 通 費 420 学会及び研修会旅費

3 研 究 材 料 費 0

4 謝 金 30 講師謝金

5 研 究 雑 費 300 学会及び研修会参加料

2 医業外費用 6,785 7,151 △ 366

1,069 1,155 △ 86 1 企 業 債 利 息 817

2 リ ー ス 支 払 利 息 252

2 長期前払消費税償却 2,906 2,986 △ 80 1 長期前払消費税償却 2,906

3 雑 損 失 10 10 0 1 そ の 他 雑 損 失 10

4 消費税及び地方消費税 2,800 3,000 △ 200 1 消費税及び地方消費税 2,800

3 予 備 費 500 500 0

1 予 備 費 500 500 0 1 予 備 費 500

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

1

節

区分
比較款　・　項 目

本年度
予算額

前年度
予算額

説　　　　　　　　　　　明
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　収      入 （単位：千円）

金     額

1 7,731 7,235 496

1 一般会計出資金 7,731 4,485 3,246

1 一般会計出資金 7,731 4,485 3,246 1 一般会計出資金 7,731 一般会計繰入金（建設改良に要する経費）

他 会 計 補 助 金 他 会 計 補 助 金 0 2,750 △ 2,750

（単位：千円）

金     額

1 29,504 101,759 △ 72,255

1 建 設 改 良 費 17,907 90,499 △ 72,592

1 有 形 固 定 資 産
購 入 費

15,762 63,858 △ 48,096 1
器 械 及 び
備 品 購 入 費

14,349 解析付心電計　他

2 リース資産購入費 1,413 LED照明リース料

2
病 院 施 設
整 備 費

2,145 26,641 △ 24,496 1 工 事 請 負 費 2,145 厨房フード改修工事

2 企 業 債 償 還 金 11,597 11,260 337

1 企 業 債 償 還 金 11,597 11,260 337 1 企 業 債 償 還 金 11,597 企業債償還金（元金）

資 本 的 支 出

区分
款　・　項 目

本年度
予算額

比較

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款　・　項 目
本年度
予算額

前年度
予算額

比較
節

説　　　　　　　　　　　明

説　　　　　　　　　　　明
区分

資 本 的 収 入

前年度
予算額

　支      出

節
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会計に関する書類における注記 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

先入先出法による原価法によっています。 

２ 固定資産の減価償却方法 

定額法により減価償却を行っています。 

３ 引当金の計上方法及び算定方法 

（１）退職給付引当金 

    職員の退職手当については、西川町が加入している山形県市町村職員退職手当組合から支給されており、退職手当 

に係る調整特別負担金が生じる場合は西川町一般会計がその全部を負担することとしているため、退職給付引当金は 

計上しておりません。 

（２）賞与引当金 

    職員の期末勤勉手当の支給及び手当の支給に伴い発生する法定福利費の支払いに備えるため、支給見込額のうち当  

該年度に帰属する額を計上しています。 

（３）貸倒引当金 

    債権の貸し倒れによる損失に備えるため、個別に債権ごとの回収可能性を勘案した回収不能額を計上しています。 

４  その他会計に関する書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理は期中税込期末時一括税抜処理方式によっています。なお、控除対象外消費税

等については、当事業年度の費用として処理しています。ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等については

長期前払消費税勘定に計上し、５年間で均等償却を行っています。 

 

２．予定貸借対照表等に関する注記 

企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものを含む）に対して、他会計が負担を予定しているもの 

について、令和 5 年度の基準に基づき今後も負担があるものとして金額を算定しています。 

 

３．リース契約により使用する固定資産 

 リース取引の処理方法 

リース料総額が 300 万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を 

行っています。 
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